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平成３０年度 由利本荘市当初予算の概要

１．経済情勢と国の予算編成方針

国では、平成３０年度の予算編成に当たり、「経済財政運営と改革の基本方

針２０１７」で示された「経済・財政再生計画」の枠組みの下、手を緩めるこ

となく本格的な歳出改革に取り組むと共に、施策の優先順位を洗い直し、無駄

を徹底して排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化するとしている。

一方、月例経済報告によると、国経済は「緩やかな景気回復基調が続いてい

る」と分析している。今後の見通しについては、「雇用・所得環境の改善が続

く中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復に向かうことが期待される」

とし、経済の好循環の更なる拡大に取り組む姿勢を示している。

こうした中、平成３０年度においては、地方が子ども・子育て支援や地方創

生、公共施設等の適正管理等に取り組みつつ、地方が安定的な財政運営を行う

ために必要となる一般財源総額について、平成２９年度地方財政計画の水準を

下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講

じるとしている。

また、地方公共団体が自主性・主体性を最大限に発揮して地方創生に取り組

み、地域の実情に応じたきめ細やかな施策を可能にする観点から、「まち・ひ

と・しごと創生事業費」について、前年度同額の１兆円を計上することとして

いる。

２．本市の財政状況

平成２８年度決算は、身の丈にあった財政運営を徹底したことにより、実質

公債費比率が１１．５％から１０．１％へ改善するとともに、平成２０年度か

ら９年連続で実質単年度収支の黒字を維持することができた。

しかし、本市の経常収支比率は９０．９％であり、弾力的に運用できる一般

財源は、わずか９．１％（約２７億円）である。

普通交付税は、合併算定替えの特例加算分が、平成２７年度から逓減されて
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おり、平成３２年度には皆減する。平成２９年度は、普通交付税と臨時財政対

策債の合計額が前年度と比較して１３億円の減額となっており、加算分の７割

が逓減される平成３０年度においても約１０億円の減額が見込まれていること

から、事務の統廃合や、既存事業の必要性、有効性、費用対効果などの観点か

ら抜本的な見直しを図り、行財政改革を加速させ、交付税歳入の削減を見据え

た取り組みを拡充する必要がある。

３．予算の概要

平成３０年度の予算編成では、人口減少に歯止めをかけることを最重要課題

とした「新創造ビジョン」の実施計画４年目を迎え、由利本荘アリーナや鳥海

山木のおもちゃ美術館がオープンする飛躍の年であり、子育てや健康づくりの

環境整備、防災対策の充実に取り組むなど、メリハリのある予算とした。

ハード事業では、総合防災公園整備事業、鳥海山木のおもちゃ美術館整備事

業に加え、羽後本荘駅周辺整備事業の本格着工、北部学校給食センターの建設

に着手するほか、社会資本整備総合交付金事業を活用した道路・橋梁の整備を

進める。

ソフト事業では、コンビニ収納に向けたシステム改修、中学生までを対象と

した福祉医療費の完全無料化の継続、木製玩具を活用した誕生祝い品の贈呈、

「インターバル速歩」を中心とした健康の駅ネットワーク事業、そして、由利

本荘アリーナ等のオープンに伴う各種イベントを開催するほか、「売れる米づ

くり」に取り組むと共に、「地方創生推進交付金」を活用して、商工業の振興

を図るものである。

主要事業は、１４ページ以降に掲載のとおりであるが、厳しい財政状況の中

にあって尚一層市民の理解と協力をいただき、市の均衡ある発展と地域経済の

活性化、安全安心なまちづくりを全力で展開する。
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４．一般会計予算について

（注：％表示は対前年度比率である。）

平成３０年度一般会計の予算総額は、４５１億８千万円となり、前年度当

初に比較し、５億５，０００万円の増（１．２％）となった。

※肉付予算との前年度比は、約１０億８，４００万円の減（△２．３％）

（１）歳入

①自主財源 4億5,612万円の増（4.2％） 114億2,796万円

自主財源の根幹をなす市税は、市民税が３，９７０万円の増となったが、固

定資産税が１億４，２００万円の減となったこと等により、市税全体では１億

１，９２０万円の減（△１．６％）となった。

繰入金では、地域雇用創出推進基金繰入金約４億４，６００万円の増、公共

施設等維持補修基金繰入金約１億９，２００万円の増、行政改革に伴う人件費

平準化基金繰入金約１億３，４００万円の増などにより、総額で約６億９，

２８５万円の増（７９．１％）となった。

使用料・手数料は、西目幼稚園の民営化に伴う幼稚園保育料約１，３００万

円の皆減などにより、約４，４５９万円の減（△８．８％）となった。

②依存財源 9,389万円の増（0.3％） 337億5,204万円

依存財源のうち、地方譲与税、交付金、地方交付税については、国の地方財

政計画による増減を見込んだ。

地方譲与税は、３，６００万円の増を見込んでいる。

交付金については、地方消費税交付金を１４億９千万円と見込んだ。

地方交付税は、合併算定替え加算分の逓減などにより約７億５，７６６万円

の減となる約１６６億９４６万円を見込んでいる。

国庫支出金は、臨時福祉給付金給付事業費補助金約６，６００万円の皆減、
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循環型社会形成推進交付金約５，２００万円の皆減となったが、学校施設環境

改善交付金約９，０００万円の皆増、災害復旧費国庫負担金約２億５，５００

万円の増などにより、総額で約７，８３９万円の増（１．６％）となった。

県支出金は、児童福祉費負担金約３，９７０万円の増、農林水産業施設災

害復旧費補助金約３，５００万円の皆増などにより、総額で約１億３４５万

円の増（３．０％）となった。

市債は、合併特例債については、庁舎等整備事業債約３億７，３００万

円の皆減、消防庁舎建設事業債約１億７，７００万円の皆減となったが、防

災公園整備事業債約５億７，７００万円の増、給食センター整備事業債約２

億８，９００万円の皆増などにより、合併特例債全体では４億６，１３０万円

の増（１５．６％）となった。

過疎債については、防災施設整備事業債９，５００万円の増となったが、簡

易給水施設整備事業債約１億９，７００万円の皆減などにより、過疎債全体で

は１億２，０２０万円の減（△１０．４％）となり、市債総額では５億２，８

６０万円の増（９．１％）となった。

表１ 主な市債

（単位：千円、％）

市 債 名 平成30年度 平成29年度 比較増減 増減率

合 併 特 例 債 3,424,000 2,962,700 461,300 15.6％

過 疎 債 1,034,600 1,154,800 △120,200 △10.4％

臨時財政対策債 1,240,000 1,500,000 △260,000 △17.3％

なお、平成３０年度末決算時における市債残高見込みは約７２４億円、
一方、財政調整基金をはじめとする基金残高は約１１８億円と見込んだ。
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（２）歳出

経常経費については、引き続き抑制に努めながら、防災対策や福祉、健康、

教育の充実に取り組んでいる。

歳出総額では、昨年度「骨格予算」と比較すると、１．２％の増、「肉付予

算」と比較すると２．３％の減となった。

①義務的経費 3億5,032万円の減（△1.6％） 214億1,340万円

人件費では、退職手当負担金の減などにより、総額で約２億３，８５９

万円減（△３．２％）の約７２億５，７９３万円となった。

扶助費では、生活保護費などの減により、約２億２，０３７万円減（△

２．８％）の７７億３，６４４万円となった。

公債費では、据え置き期間（３年）を経過した大型事業（消防庁舎、清

掃センターの建設等）の起債償還がはじまったことから、元金では約１億

５，１２９万円の増となり、利子では約４，４６５万円の減となったもの

の、約１億８６４万円増（１．７％）の約６４億１，９０３万円となった。

②投資的経費 7億8,839万円の増(12.8％) 69億5,731万2千円

普通建設事業の補助事業については、継続事業である総合防災公園整備

事業、羽後本荘駅周辺整備事業や北部学校給食センター建設事業などの増

により、約８億７，７９９万円の増（２２．０％）の約４８億７，４２９

万円となった。

また単独事業では、大内総合支所改築事業や消防分署建設事業、須郷・

中ノ沢地区簡易給水施設整備事業の皆減などにより、約４億７，２９２万

円の減（△２３．８％）の約１５億１，３８１万円となった。

災害復旧費では、市道水無線にかかる真人橋復旧による経費のほか、

昨年の大雨による地すべり災害の復旧費として、約３億８，３３３万円

増（２０６．２％）の約５億６，９２２万円を計上した。
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③ソフト事業

ソフト事業では、住民サービス向上のため、個人市民税や固定資産税など

のコンビニ収納に向けたシステム改修に取り組むほか、切れ目のない子育て

支援として中学生までを対象とした、福祉医療費の完全無料化の継続に加え、

木製玩具を活用した誕生祝い品の贈呈、そして就学援助費の学用品部分につ

いて、入学前支給を小学生も対象にすると共に、学校生活サポート事業の拡

充など、教育分野においても施策の充実を図った。

さらに、「インターバル速歩」を中心とした健康の駅ネットワーク事業、

在宅医療と介護の連携を図る「ナラティブブック秋田」の運用支援、北部地

域包括支援センターの設置による介護支援体制の拡充など、健康長寿の推進

にも、これまで以上に取り組む。

また、由利本荘アリーナと鳥海山木のおもちゃ美術館のオープンに伴い、

指定管理者と連携しながら、各種イベントを開催するほか、農業分野におい

ては、品種転換やブランド米の生産などを支援する「売れる米づくり」に取

り組むと共に、「地方創生推進交付金」を活用した特産品等の販路拡大や商

工業の振興を図る。
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５.特別会計・企業会計予算の概要

①国民健康保険特別会計

平成３０年度より県が国保財政運営の責任主体となることから、約１８

億８，８３３万円減（△１７．８％）の８６億９，３２８万７千円とした。

②後期高齢者医療特別会計

医療保険料の増を見込み、約４，２０４万円増（５．４％）の８億１，

９１３万３千円とした。

③診療所運営特別会計

運営費の減などにより、約２，４６９万円減（△６．９％）の３億３，

１８１万９千円とした。

④休日応急診療所運営特別会計

運営費の増により、約４万円増（０．４％）の１，０９２万６千円とし

た。

⑤情報センター特別会計

一般管理費などの増により、約６，６６９万円増（１５．５％）の４億９，

８０５万９千円とした。

⑥奨学資金特別会計

貸付金の減により、約４４０万円減（△６．１％）の６，８１５万７千円

とした。

⑦介護サービス事業特別会計

施設管理費の増により、約９８２万円増（２２．０％）の５，４３８万３

千円とした。
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⑧下水道事業特別会計

事業費の減などにより、約２億２，５９１万円減（△７．１％）の２９億

５，７８４万１千円とした。

⑨集落排水事業特別会計

処理施設維持管理費の減などにより、約１億３，２７６万円減（△５．８

％）の２１億４，５１４万７千円とした。

⑩スキー場運営特別会計

矢島スキー場管理費の増などにより、約３，３７５万円増（２１．２％）

の１億９，２９４万８千円とした。

⑪小友・北内越・松ヶ崎財産区特別会計

小友財産区の財産区繰出金の減などにより、３財産区の合計で、前年度

より約１６５万円減（△２７．７％）の４２９万７千円とした。

これらの特別会計予算総額は、１５７億７，５９９万７千円となり、前年度と

比較し２１億２，５３７万７千円の減（△１１．９％）となった。

⑫企業会計

水道事業会計は、除却費の減などにより、約５，６２８万円減（△１．３

％）の４３億１，４５９万３千円とした。

ガス事業会計は、工事請負費の増などにより、約９，３３８万円増（６．

０％）の１６億５，４４２万７千円となり、企業会計の総額は、５９億６，

９０２万円で、前年度比３，７１０万２千円の増（０．６％）となっている。
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◎一般会計・特別会計・企業会計を合わせた予算総額

表２ 平成３０年度予算総額 （当初予算【骨格】比較）

会計名 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

一般会計 45,180,000 44,630,000 550,000 １.2%

特別会計 15,775,997 17,901,374 △2,125,377 △11.9%

企業会計 5,969,020 5,931,918 37,102 0.6%

合 計 66,925,017 68,463,292 △1,538,275 △2.2%

（単位：千円、％）

表３ 平成３０年度予算総額 （当初予算【肉付】比較）

会計名 平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

一般会計 45,180,000 46,264,091 △1,084,091 △2.3%

特別会計 15,775,997 17,901,374 △2,125,377 △11.9%

企業会計 5,969,020 5,931,918 37,102 0.6%

合 計 66,925,017 70,097,383 △3,172,366 △4.5%

（単位：千円、％）



比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

市 税 7,523,100 16.7 7,642,301 17.1 △ 119,201 △ 1.6

分 担 金 ・ 負 担 金 392,942 0.9 393,706 0.9 △ 764 △ 0.2

使 用 料 ・ 手 数 料 462,020 1.0 506,614 1.1 △ 44,594 △ 8.8

財 産 収 入 186,252 0.4 158,345 0.4 27,907 17.6

繰 入 金 1,568,829 3.5 875,980 2.0 692,849 79.1

諸 収 入 等 1,294,816 2.9 1,394,898 3.1 △ 100,082 △ 7.2

小　　　　計 11,427,959 25.3 10,971,844 24.6 456,115 4.2

地 方 譲 与 税 548,000 1.2 512,000 1.1 36,000 7.0

交 付 金 1,637,700 3.6 1,532,600 3.4 105,100 6.9

地 方 交 付 税 16,609,455 36.8 17,367,116 38.9 △ 757,661 △ 4.4

国 県 支 出 金 8,636,386 19.1 8,454,540 18.9 181,846 2.2

市 債 6,320,500 14.0 5,791,900 13.0 528,600 9.1

小　　　　計 33,752,041 74.7 33,658,156 75.4 93,885 0.3

45,180,000 100.0 44,630,000 100.0 550,000 1.2

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

自
 

主
 

財
 

源

依
 

存
 

財
 

源

区　　　　　分
平成３０年度

平成３０年度　由利本荘市一般会計予算概要

合　　　計

平成２９年度

1.　歳　入 （単位：千円　％）
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２.　歳　出　（目的別内訳）

当初予算額 Ａ 構成比 当初予算額 B 構成比 Ａ－Ｂ　　Ｃ Ｃ／Ｂ 国県支出金 地方債 その他

1 議 会 費 257,162 0.6 264,434 0.6 △ 7,272 △ 2.8 257,162

2 総 務 費 5,021,698 11.1 5,235,989 11.7 △ 214,291 △ 4.1 232,589 274,000 298,352 4,216,757

3 民 生 費 12,848,311 28.4 13,197,617 29.6 △ 349,306 △ 2.6 5,769,748 246,000 1,099,265 5,733,298

4 衛 生 費 2,628,933 5.8 2,990,070 6.7 △ 361,137 △ 12.1 37,026 41,100 425,442 2,125,365

5 労 働 費 119,426 0.2 142,098 0.3 △ 22,672 △ 16.0 460 9,900 55,397 53,669

6 農林水産業費 3,433,092 7.6 3,430,231 7.7 2,861 0.1 1,139,376 81,800 133,110 2,078,806

7 商 工 費 1,115,176 2.5 1,087,929 2.4 27,247 2.5 20,696 21,700 449,912 622,868

8 土 木 費 7,079,125 15.7 6,712,214 15.1 366,911 5.5 916,563 3,352,600 69,326 2,740,636

9 消 防 費 1,892,601 4.2 1,883,428 4.2 9,173 0.5 1,659 310,700 22,184 1,558,058

10 教 育 費 3,689,627 8.2 3,139,706 7.0 549,921 17.5 106,842 538,000 489,439 2,555,346

11 災 害 復 旧 費 625,817 1.4 185,887 0.4 439,930 236.7 411,427 204,700 9,690

12 公 債 費 6,419,032 14.2 6,310,397 14.2 108,635 1.7 18,768 6,400,264

13 予 備 費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0 50,000

45,180,000 100.0 44,630,000 100.0 550,000 1.2 8,636,386 5,080,500 3,061,195 28,401,919

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

平成３０年度
款

比較増減

（単位：千円　％）

一般財源

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
増減率

合　　　　計

平成２９年度
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３.　歳　出　（性質別内訳）

比較増減 増減率

当初予算額　Ａ 構成比 当初予算額　B 構成比 Ａ－Ｂ　　　Ｃ Ｃ／Ｂ

21,413,400 47.4 21,763,720 48.8 △ 350,320 △ 1.6

7,257,926 16.1 7,496,515 16.8 △ 238,589 △ 3.2

7,736,442 17.1 7,956,808 17.8 △ 220,366 △ 2.8

6,419,032 14.2 6,310,397 14.1 108,635 1.7

6,957,312 15.4 6,168,918 13.8 788,394 12.8

6,388,096 14.1 5,983,031 13.4 405,065 6.8

　うち　補助事業 4,874,289 10.8 3,996,302 9.0 877,987 22.0

　うち　単独事業 1,513,807 3.4 1,986,729 4.5 △ 472,922 △ 23.8

569,216 1.3 185,887 0.4 383,329 206.2

16,809,288 37.2 16,697,362 37.4 111,926 0.7

5,913,175 13.1 5,888,600 13.2 24,575 0.4

624,854 1.4 632,603 1.4 △ 7,749 △ 1.2

3,954,104 8.8 3,917,553 8.8 36,551 0.9

107,400 0.2 197,457 0.4 △ 90,057 △ 45.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0

164,396 0.4 161,058 0.4 3,338 2.1

5,995,359 13.3 5,850,091 13.1 145,268 2.5

50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

45,180,000 100 44,630,000 100 550,000 1.2

(構成比：端数処理のため、合計が一致しない場合もある。)

普 通 建 設 事 業

災 害 復 旧 費

投　資　的　経　費

内
 

訳

補 助 費 等

貸 付 金

そ　　　の　　　他

物 件 費

維 持 補 修 費

義　務　的　経　費

人 件 費

内
 

訳
扶 助 費

公 債 費

（単位：千円　％）

平成２９年度
区　　　　　分

平成３０年度

合　　　　　計

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

内
 
 
　
訳
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会      計      名
H３０当初予算額

Ａ
H２９当初予算額

B
比  較  増  減
Ａ－Ｂ      Ｃ

増 減 率
Ｃ／Ｂ

国 民 健 康 保 険 8,693,287 10,581,619 △ 1,888,332 △ 17.8

後 期 高 齢 者 医 療 819,133 777,090 42,043 5.4

診 療 所 運 営 331,819 356,510 △ 24,691 △ 6.9

休 日 応 急 診 療 所 運 営 10,926 10,883 43 0.4

情 報 セ ン タ ー 498,059 431,365 66,694 15.5

奨 学 資 金 68,157 72,554 △ 4,397 △ 6.1

介 護 サ ー ビ ス 54,383 44,565 9,818 22.0

下 水 道 事 業 2,957,841 3,183,747 △ 225,906 △ 7.1

集 落 排 水 事 業 2,145,147 2,277,903 △ 132,756 △ 5.8

ス キ ー 場 運 営 192,948 159,196 33,752 21.2

小 友 財 産 区 3,364 5,010 △ 1,646 △ 32.9

北 内 越 財 産 区 16 16 0 0.0

松 ヶ 崎 財 産 区 917 916 1 0.1

小                  計 15,775,997 17,901,374 △ 2,125,377 △ 11.9

水 道 事 業 4,314,593 4,370,871 △ 56,278 △ 1.3

ガ ス 事 業 1,654,427 1,561,047 93,380 6.0

小                  計 5,969,020 5,931,918 37,102 0.6

合                  計 21,745,017 23,833,292 △ 2,088,275 △ 8.8

（単位：千円   ％）

平成３０年度  由利本荘市特別会計・企業会計予算概要
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（単位：千円）

総務費 1 総務課 鳥海地域市有バス購入事業 7,000 市有バス（マイクロバス：25人乗り）1台購入

2
総合防災公園管理運
営準備事務局

スポーツ・ヘルスコミッション推進
事業

2,688

・スポーツ・ヘルスコミッション業務
・合宿等補助金 1,500千円
　　　　　（1人1泊1,000円×1,500人分）
・ボールゲームフェスタ開催
　　主催　日本トップリーグ連携機構
　　対象　市内小学生

3
総合防災公園管理運
営準備事務局

総合防災公園関連事業 327,737

・開館記念式典
　　テープカット
　　アトラクション　など
・開館記念イベント
　　コンサート(２日間)
　　Ｆリーグ、Ｗリーグ公式戦
　　日本体育大学実演発表会　など
・各種備品、消耗品購入 313,724千円
・施設パンフレット作成

4 総合政策課 鳥海山・飛島ジオパーク推進事業 12,013
にかほ市、酒田市、遊佐町との広域連携によ
る「鳥海山・飛島ジオパーク」の一層の普及
推進を図る。同協議会負担金10,345千円ほか

5 情報管理課 公衆無線ＬＡＮ設備整備事業 27,062
総合防災公園由利本荘アリーナ、総合体育
館、出張所等の避難所指定施設15箇所に無料
で利用できるWi-Fiアクセスポイント設置

6 情報管理課
基幹系業務システムコンビニ収納対
応事業

6,800
個人住民税等市税４税のコンビニ収納とゆう
ちょ銀行収納に向けたシステム改修

7 会計課 コンビニ収納初期導入事業 1,285 コンビニ収納代行業者への委託

8 地域振興課 住民自治活動支援交付金事業 17,612

町内会で実施する多様な住民自治活動を支援
し、地域振興と住民福祉の向上を図る。①環
境保全　②生活環境の保全・美化　③地域福
祉　④防災・防犯　⑤教育・文化・社会体育
関連などを対象とし、申請により戸数に応じ
支援する。

9 地域振興課 集会施設建設費等補助事業 6,810
町内会・自治会が有する集会施設の建築や修
繕に対する助成。１４町内の集会施設につい
て支援を行う。

10 地域振興課 地域づくり推進事業 27,399
地域の特色あるソフト事業を推進し、地域の
活力増進と創出を図ることを目的に支援を行
う。

11 地域振興課
町内会・自治会げんきアップ事業
【定住自立圏構想推進事業】

600
地域コミュニティの力、機能の維持活性化を
目的とし、将来ビジョン策定等に取り組む町
内会自治会を支援する。

12 地域振興課
結婚支援事業
【定住自立圏構想推進事業】

638

あきた結婚支援センターへの登録助成により
結婚を希望する者が早期に実現できるよう支
援するほか、独身者の出会いの場づくりを支
援していく。

13 地域振興課
生活バス路線等維持事業
【定住自立圏構想推進事業】

110,116
羽後交通㈱が運行するバス路線に要する経費
の一部を補助し、地域公共交通の安定・確保
を図る。

14 地域振興課
コミュニティバス運行事業
【定住自立圏構想推進事業】

120,283
市町村有償運送等により交通空白地域の解消
を図る。

15 地域振興課 由利高原鉄道運営補助事業 91,265

鳥海山ろく線の持続的運行にかかる基本合意
書に基づき、維持のため、由利高原鉄道㈱の
運営費の一部を補助し、それぞれの役割分担
をしながら鉄道運営に努める。

16 地域振興課 ふるさとさくら基金事業 80,951
ふるさと納税者に対する返礼品、桜植栽の管
理費用、及び基金積立金

17
木のおもちゃ美術館
整備推進事務局

鳥海山木のおもちゃ美術館整備事業 78,425
木育・多世代交流拠点施設「木のおもちゃ美
術館」の整備

18 仕事づくり課 移住・定住促進事業費 10,820
・移住実現に向けた個別サポート
・移住希望者とのネットワーク構築

所属課

平成30年度　　主　要　事　業　

事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容
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所属課 事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容

総務費 19
選挙管理委員会事務
局

石脇財産区議会議員一般選挙費 4,797 石脇財産区議会議員一般選挙事務費

20
選挙管理委員会事務
局

県議会議員一般選挙費 8,830
県議会議員一般選挙事務費（H30・H31 2カ年
事業）

民生費 21 市民課 福祉医療費支給事業 721,697

うち福祉医療費拡大事業 84,144

22 福祉支援課 介護給付・施設訓練等給付事業 1,550,543
障害者総合支援法による障がい福祉サービス
給付を行う。

23 福祉支援課 補装具給付事業 16,000
身体障がい者の失われた身体機能を補うた
め、補装具の交付及び修理を行う。

24 福祉支援課 障がい者医療費 99,584
身体の機能障害を軽減又は改善するため、更
生医療（人工透析等）・育成医療及び病院に
おいて実施する療養介護医療を給付する。

25 福祉支援課 地域生活支援事業 104,362
日常生活用具の給付、障がい者の相談支援、
地域活動センター事業、社会参加促進事業等
を実施する。

26 福祉支援課 生活保護費 1,136,866
要保護者に対して必要な保護を行うことによ
り、自立を促進する。

27 福祉支援課 生活困窮者自立支援事業 18,639
生活困窮者に対し、自立相談支援事業、就労
準備支援事業、住居確保給付金の支給を行い
自立支援策の強化を図る。

28 福祉支援課 鶴舞会館大規模改修事業実施設計 4,000
平成31年度からの鶴舞会館大規模改修にかか
る実施設計を行う。

29 子育て支援課 放課後児童対策事業 95,613
放課後の小学生を預かる学童保育を実施する
（19ヵ所）

30 子育て支援課
一時預かり事業（一般型、幼稚園
型）

46,614
一時的な預かり保育を実施する保育所、認定
こども園、幼稚園への補助（25園）

31 子育て支援課
施設型給付事業（民間保育所・認定
こども園・幼稚園）

2,603,072
保育所（24園）、認定こども園（4園）、幼稚
園（1園）への入所、入園にかかる給付費

32 子育て支援課 すこやか子育て支援事業 10,855
認定こども園、幼稚園、認可外保育所の保育
料助成費支給（保育所は市徴収金を減額）

33 子育て支援課 児童手当給付事業 1,026,002

中学校修了までのこどもを対象に手当を支給
する
3歳未満、3歳以上小学生（第3子以降）月額
15,000円
3歳以上小学生（第1、第2子）、中学生　月額
10,000円

34 子育て支援課 児童扶養手当給付事業 365,440
18歳までの児童を養育しているひとり親家庭
の父または母などに手当を支給する

35 子育て支援課 子育て支援金支給事業 30,020
出生率の向上と子育てを支援するため第2子10
万円、第3子以降20万円を支給する

36 子育て支援課 ひとり親家庭福祉事業 26,329
ひとり親家庭への支援
住宅整備資金貸付、母子生活支援施設入所委
託ほか

37 子育て支援課
「（仮称）由利本荘市いきいきこど
もプラザ」整備事業

4,917 中核児童館建設事業 H30基本設計

38 子育て支援課 子育て支援センター運営事業 16,099
子育て支援センターの運営経費（直営1ヵ所、
委託2ヵ所）

39 長寿支援課 敬老会開催事業 15,402
年度当初75歳以上の方を対象に、長寿をお祝
いするため敬老会を開催する

40 長寿支援課 高齢者祝金給付事業 10,800
88歳（1万円）、100歳（10万円）を迎えられ
た方に祝金を支給する。

【県補助事業】
①０歳児及び市民税所得割非課税世帯の１歳
児～中学３年生、ひとり親家庭の児童、高齢
身体障害者、重度心身障害（児）者の全額助
成
②県補助事業に該当する１歳児～中学３年生
の一部負担金を除いた助成
【市単独拡大事業】
①所得制限超過の０歳児～中学３年生の医療
費全額助成
②県補助事業に該当する１歳児～中学３年生
の一部負担金を含めた助成
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所属課 事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容

民生費
41 長寿支援課 介護手当支給事業 10,860

在宅で重度の寝たきり・認知症高齢者を介護
している家族に介護手当（3万円）を支給し、
在宅介護を支援する（年2回、延べ362人）

42 長寿支援課 広域分担金（老人福祉事務費） 71,395 寿荘分担金・地域支援事業個人負担金

43 長寿支援課 老人クラブ活動費補助事業 8,588
老人クラブ連合会・構成単位老人クラブ活動
費を支援する。（単位クラブ184、会員数
7,439人）

44 長寿支援課 広域分担金（介護保険費） 1,304,812 介護保険給付費・事務費分担金

45 長寿支援課 食の自立支援事業 22,500

概ね６５歳以上の単身高齢者等で低栄養状態
の改善が必要な方、調理等の食生活能力に支
障のある方に対し、見守りを重視した配食
サービスを実施する。（延べ25,000食）

46
地域包括支援セン
ター

地域包括支援センター事務費 36,187

地域包括支援センターを拡充し、直営である
基幹センター、中央地域包括支援センター、
南部地域包括支援センターの他、新たに委託
事業として北部地域包括支援センターを設置
し、機能の強化を図る。

47
地域包括支援セン
ター

介護予防・日常生活支援事業 24,037
要支援者等に対して多様な生活ニーズに応え
るサービスを、地域の実情に応じて、総合的
に効果的かつ効率的に支援を行う。

48
地域包括支援セン
ター

介護支援ボランティア事業 5,500

高齢者の社会参加、健康増進、介護予防、生
きがいづくり等を目的にボランティア活動を
行った高齢者に対しポイントを付与し、ポイ
ント付与基準相当の特産品と交換又は換金す
る。

49
地域包括支援セン
ター

地域ミニデイサービス活動支援事業 4,788
地域支援事業としてミニデイサービスを実施
している町内会等に交付金を交付し、活動を
支援する。

50
地域包括支援セン
ター

認知症総合支援事業 1,340
認知症の人やその家族、地域住民が気軽に集
い、専門職等と認知症に関する情報を相互に
共有できる｢認知症カフェ｣開設を支援する。

51
地域包括支援セン
ター

認知症高齢者等見守り事業 2,015
タッチパネル等を活用した認知症予防活動と
同時に、地域で見守る、｢認知症高齢者等見守
り・SOSネットワーク｣を強化していく。

52
地域包括支援セン
ター

在宅医療介護連携推進事業 167

多職種連携による在宅療養者支援強化を目的
とした情報連携ツール（ナラティブブック秋
田）利用推進のため、登録手数料１／３を助
成する。

衛生費 53 生活環境課 ごみ減量化推進事業 60,252 有料指定ごみ袋による全市ごみ減量化の推進

54 清掃事業所
本荘清掃センター運転管理業務委託
事業

49,038
当該センターの運転管理業務（焼却及び不燃
物処理）委託費（Ｈ29～Ｈ36）

55 健康管理課
病院群輪番制病院運営事業【定住自
立圏構想推進事業】

19,902
休日及び夜間の救急医療体制確保のための事
業

56 健康管理課
地域中核病院医療機器整備費補助金
【定住自立圏構想推進事業】

11,981
由利組合総合病院の血管連続撮影装置(アンギ
オ装置）整備費補助(H27～H31)

57 健康管理課 由利組合総合病院運営費補助事業 20,000
地域中核病院である由利組合総合病院が実施
する救急医療、小児医療への運営支援

58 健康管理課 医師確保奨学資金貸付事業 12,800
市内の医療機関に従事する医師確保を図るた
め医学部学生への奨学資金貸付制度

59 健康管理課 消化管がん予防・検診・治療学講座 14,000
東北由利本荘･にかほ地域の消化器がん研究寄
付講座３カ年による寄附金（H28～H30）

60 健康管理課 母子保健事業 58,691
妊産婦健診・乳幼児健診・幼児歯科健診・５
歳児健康相談・不妊治療費等助成

61 健康管理課 住民検診事業 34,390 健康診査・各種がん検診等事業費

62 健康管理課 感染症等予防対策事業 133,214
乳幼児の定期予防接種・任意予防接種・高齢
者インフルエンザ・高齢者肺炎球菌等に係わ
る経費
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所属課 事業費主　要　事　業　名　称目的名 № 事　　業　　内　　容

衛生費
63 健康管理課

健康の駅ネットワークを活用した地
域活性化プロジェクト事業【地方創
生推進交付金事業】

8,817

健康の駅推進事業、市民サポーター育成事
業、インターバル速歩指導者養成事業、イン
ターバル速歩体験者への地元食材活用推進、
健康の駅直営事業及び派遣事業、実践交流会

64 上下水道課 浄化槽設置事業 23,617
5人槽 33基、7人槽 17基、10人槽2基
嵩上げ分…5人槽 6基、7人槽 8基

労働費 65 商工振興課 勤労者金融対策事業 50,000
勤労者に対する融資を支援するため、東北労
働金庫へ資金を預託

66 商工振興課 就業資格取得支援助成事業 2,000 求職者の資格取得費用を補助

67 商工振興課
（公社)由利本荘市シルバー人材セ
ンター運営事業費補助事業

12,900
高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図る
市シルバー人材センターの運営事業費を補助

68 仕事づくり課 稼ぐ産業人材確保支援事業費 936

・人材を必要としている「ものづくり企業」
への専門家派遣
・上記企業が行う求職者への情報発信等に対
する助成

69 仕事づくり課 若年者等地元定着促進事業費 84 ・高校生就職活動サポートセミナーの開催

農林水産
業費

70 農業振興課 農業夢プラン事業 74,231
担い手の規模拡大、経営複合化に必要な機
械・施設等の整備、繁殖用雌牛、乳用牛導
入、草地整備等への支援。

71 農業振興課 農業次世代人材投資事業 24,056
地域の担い手となる新規就農者に対する支
援。

72 農業振興課 新規就農者経営開始支援事業 65,670
新規就農者の円滑な経営開始・定着を図るた
め機械・施設等の導入を支援。

73 農業振興課 機構集積協力金交付事業 36,230
農地中間管理機構に貸付する出し手や地域に
対する支援。

74 農業振興課 元気な中山間農業応援事業 76,134
条件不利地である中山間地域の経営体に対す
る支援。

75 農業振興課 売れる米づくり推進事業 3,800
予想される産地間競争の激化に対応し、米の
ブランド化、より需要の高い品種への転換を
推進する。

76 農業振興課 秋田由利牛肥育振興対策事業 4,500
秋田由利牛の出荷頭数の拡大と品質向上を目
指すため、優良な肥育素牛導入を支援。

77 農業振興課 秋田由利牛生産体制整備事業 3,139
秋田由利牛ブランド確立のための、生産から
流通販売、消費拡大事業を支援。

78 農業振興課 小規模畜産経営維持拡大支援事業 5,000
飼養規模の維持拡大を図る認定農業者以外の
小規模農家等の、保留・導入を支援。

79 農山漁村振興課 県営担い手育成基盤整備事業 5,538

柴野地区(本荘)、平根地区(鳥海) ほ場整備工
事に係る市負担金
松ヶ崎地区(本荘)、小板戸地区(矢島)　調査
計画に係る市負担金

80 農山漁村振興課 県営農村地域防災減災事業 17,481

ため池、用排水路等整備に係る市負担金
　芋川地区（小羽広ダム、鬼ヶ台ダム）
　大内地区（七曲ため池、中野ため池、
　　　　　　勘兵エため池）
　立石堰地区 用排水路（矢島）
　下川内堰地区 用排水路（鳥海）
　大栗沢堰地区 頭首工（鳥海）
　杉ノ沢地区 ため池（大内）
　枯木第一地区 ため池（鳥海）
調査費負担金（岩城芹沢地区）

81 農山漁村振興課 県営地域用水環境整備事業 2,800
山崎地区（鳥海）小水力発電施設整備に係る
市負担金

82 農山漁村振興課 多面的機能支払交付金事業 426,920

地域資源の保全活動、質的向上を図る共同活
動、施設の長寿命化のための活動を支援
　農地維持支払・資源向上支払（共同）
　　131組織、6,772ha
　資源向上支払（長寿命化）
　　64組織、2,853ha

83 農山漁村振興課 中山間地域等直接支払交付金事業 481,587

農業生産条件の不利な中山間地域等の農業生
産活動を支援
　　168協定　　急傾斜 754ha、
　　緩傾斜 4,077ha、超急傾斜 4ha
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農林水産
業費

84 農山漁村振興課 鳥獣保護事業 2,513

鳥獣保護及び有害捕獲事業
　イノシシ・ツキノワグマ捕獲用わな購入
新規狩猟免許取得者確保対策補助金
　第１種狩猟免許・銃砲所持許可証取得
　費用補助（2人）
　銃砲購入費用補助（2人）
　わな猟免許取得費用補助（1人）

85 農山漁村振興課 民有林造林促進事業 24,000
民有林の造林事業（植栽～間伐）を行う林業
者に対する嵩上げ補助

86 農山漁村振興課 森林病害虫等対策事業 9,471

松くい虫防除対策事業
　伐倒駆除、薬剤散布、樹幹注入
ナラ枯れ対策事業
　守るべきナラ林　伐倒くん蒸、樹幹注入

87 農山漁村振興課 林業専用道整備事業 7,000
県営林業専用道整備に係る市負担金
　木在線（矢島）

88 農山漁村振興課 水と緑の森づくり税事業 21,354

マツ林・ナラ林等健全化整備事業
　被害調査、伐倒処理
県民参加の森づくり事業　西目地域植樹祭
豊かな里山林整備事業　本荘、西目

89 農山漁村振興課 林道点検診断事業 7,809 橋梁19橋、トンネル1箇所の点検診断

90 農山漁村振興課 林地台帳整備事業 10,000 森林法の改正に伴う林地台帳の整備

91 農山漁村振興課
森林･山村多面的機能発揮対策交付
金事業

2,332
里山林の保全、森林資源の利活用などの活動
を国と協調し支援
　11活動組織

92 農山漁村振興課 漁村再生交付金事業 5,000
県営本荘漁港整備事業に係る市負担金
　物揚場改良　53m

93 農山漁村振興課 水産物供給基盤機能保全事業 56,734

道川漁港
　橋台、橋脚補修工　N=1式
西目漁港
　北、沖防波堤　調査測量設計　N=1式

商工費 94 商工振興課 中小企業融資あっせん事業 36,042
事業者の経営安定及び振興を図るため、資金
をあっせんし、利子及び保証料を補給

95 商工振興課
工場等立地促進雇用奨励金交付
事業

13,000
工場等の新設または増設に伴い、新規雇用し
た事業者に対し奨励金を交付

96 商工振興課
新分野進出技術者研修事業
【地方創生推進交付金事業】

1,000 事業者の新分野進出に向けた技術研修を支援

97 商工振興課
新分野進出支援事業補助事業
【定住自立圏推進事業】

1,000
事業者の新分野進出に向けた人材育成事業費
を補助

98 商工振興課 由利本荘市商工会運営費補助事業 30,000
商工業の育成と発展のため、市商工会の運営
事業費を補助

99 観光文化振興課 由利本荘市観光協会補助事業 20,300 協会活動及び８支部実施事業の支援

100 観光文化振興課 イベント開催事業 3,810
菖蒲カーニバル、全国ごてんまりコンクー
ル、菜の花まつり、第32回矢島カップＭｔ．
鳥海バイシクルクラッシック

101 観光文化振興課 鳥海山等観光振興事業 4,549
周遊バス運行、桑ノ木台湿原シャトルバス運
行、二次アクセス実証運行

102 観光文化振興課 観光誘客促進事業（セールス） 2,164
台湾・タイ王国からの訪日観光誘客を促進す
る。（トップセールス）

103 観光文化振興課 観光で稼ぐ街づくり事業 429
ゆりほんリピーターズクラブ（仙台圏在住
者）を核とした観光旅行者誘客

104 観光文化振興課 北前船寄港地交流促進事業 1,517
北前船寄港地日本遺産追加登録及び寄港地
フォーラム誘致の推進

105 観光文化振興課 放送コンテンツ海外展開助成事業 1,296
官民連携による台湾からの誘客促進、物産の
流通システムの構築により、ヒト・モノの流
通拡大を目的とする事業負担金

106 観光文化振興課 青少年旅行村整備事業 20,450
ふれあいロッジ改修工事、キャンピングセン
ター改修工事実施設計委託

107 観光文化振興課 道の駅「岩城」関連施設整備事業 10,000
交流ターミナル屋根、レストラン棟冷温水発
生機修繕　ほか
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商工費 108 観光文化振興課 はーとぽーと大内関連施設事業 3,500
ぽぽろっこ浴槽用ろ過装置ろ材交換、厨房冷
凍冷蔵庫更新修繕　ほか

109 観光文化振興課 黄桜温泉「湯楽里」維持補修事業 9,300 源泉ポンプ入替修繕　ほか

110 観光文化振興課 玉田渓谷探勝歩道整備事業 12,503 玉田渓谷探勝歩道整備工事、測量設計委託

111 観光文化振興課
休養宿泊施設「鳥海荘」大規模改修
事業

3,200
交流促進センター改修工事実施設計委託　ほ
か

112 観光文化振興課 羽後本荘駅都市施設整備事業 900 実施設計

113 まるごと売り込み課 まるごと売り込み事業 7,761

首都圏等における本市特産品の販路拡大と本
市の知名度向上や、外貨を稼ぐ仕組みづくり
を図る。
(主な内容)
・バイヤー招聘 1,148千円
・売り込みフェア 2,243千円
・販路拡大企業商談等 529千円
・首都圏等定番商品化推進補助金 700千円

114 まるごと売り込み課 目指せ1千万！山菜ビジネス事業 294

広大な面積を有している本市の地域特性を活
かし、本市山菜のブランド化を図り、首都圏
等への山菜ビジネスを実現させる。
(主な内容)
・首都圏サンプルＰＲ124千円
・加工研修会　170千円

115 まるごと売り込み課 集出荷体制推進事業 4,706

特産品の集出荷体制の確立を図るため、販路
拡大に向けた取り組みや、生産から販売まで
一貫したプロデュースなどに取り組む。
(主な内容)
・集出荷体制確立支援員報酬 3,600千円
・販路拡大企業商談等　168千円

土木費 116 建設管理課
祓川線
【社会資本整備総合交付金事業】

24,500 改良　Ｎ＝１箇所（矢島）

117 建設管理課
猿倉花立線
【社会資本整備総合交付金事業】

152,000 改良　Ｌ＝１７０ｍ（矢島）

118 建設管理課
芦ヶ渕線
【社会資本整備総合交付金事業】

65,000 橋梁下部工　Ｎ＝１基（鳥海）

119 建設管理課
橋梁長寿命化修繕
【社会資本整備総合交付金事業】

106,000
橋梁補修　Ｎ＝２橋（大内・岩城）
橋梁補修設計　Ｎ＝３橋

120 建設管理課
橋梁点検・長寿命化修繕計画
【社会資本整備総合交付金事業】

61,000
長寿命化修繕計画策定【更新】
橋梁点検　Ｎ＝１３０橋（全域）

121 建設管理課
トンネル点検
【社会資本整備総合交付金事業】

20,000 トンネル点検　Ｎ＝５本（全域）

122 建設管理課
中学校線
【社会資本整備総合交付金事業】

20,000 歩道設置　Ｌ＝１００ｍ（東由利）

123 建設管理課
田尻石脇線
【社会資本整備総合交付金事業】

160,000 登記委託料、用地購入費、補償費（本荘）

124 建設管理課 矢島下郷線 19,510 登記・用地・補償・歩道工事

125 建設管理課 道路維持事業費 100,000
住民要望に応えるため、通常予算に加え、予
算措置　大揚・中沢線外　28路線

126 都市計画課
由利本荘総合防災公園整備事業
【社会資本整備総合交付金事業】

3,226,241
アリーナ建設工事・屋根付きグラウンド建設
工事・公園整備工事、市道防災公園線

127 都市計画課 羽後本荘駅周辺整備事業 361,683
東西自由通路線新設及び羽後本荘駅支障移転
工事委託（H30年度羽後本荘駅仮駅舎建設）

128 都市計画課 停車場栄町整備事業 21,960 県施行工事負担金

129 都市計画課
公園施設老朽化対策事業
【社会資本整備総合交付金事業】

20,400 公園施設のバリアフリー更新（６箇所）
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土木費 130 建築住宅課
公営住宅改修事業
【社会資本整備総合交付金事業】

82,923
砂子下団地外壁改修工事
・外壁下地補修及び塗装 4,511ｍ2

131 建築住宅課 住宅リフォーム資金助成事業 51,183

・一般型リフォーム
　（補助：対象工事費の10%、限度10万円）
　400件×100千円＝40,000千円
・子育て支援型リフォーム
　（補助：対象工事費の10%、限度20万円）
　30件×200千円＝6,000千円
・空家購入支援型リフォーム
　（補助：対象工事費の15%、限度20万円）
　10件×200千円＝2,000千円
・移住・定住対策型リフォーム
　（補助：対象工事費の15%、限度20万円）
　10件×200千円＝2,000千円

消防費 132 危機管理課
同報系防災行政無線屋外拡声子局増
設事業

84,240
鳥海地域（H29整備）に続き矢島、西目地域の
屋外拡声子局を増設（H29からの継続事業）

133 危機管理課 Jアラート新型受信機導入事業 15,800
市役所及びCATVセンターへ新型Jアラート受信
機等の導入

134 危機管理課 災害時情報共有システム整備事業 748
災害発生現場と災害対策本部間の情報共有の
ため、「災害時情報共有システム」を導入

135 危機管理課 防災用IP無線機導入事業 3,200 防災用IP無線機を導入する（リース）

136 危機管理課 洪水土砂災害マップ増刷事業 238
洪水土砂災害マップを増刷し、防災意識の啓
発を図る

137 危機管理課 地域防災計画　製本印刷事業 512 平成30年度修正の地域防災計画の製本事業

138 危機管理課 鳥海山火山防災協議会負担金 1,496 鳥海山火山防災マップ・避難計画の作成

139 危機管理課
総合防災公園アリーナ備蓄品整備事
業

3,300
今年度、完成する総合防災公園アリーナの備
蓄品を整備する。

140 消防総務課 消防防災施設整備事業 29,500 高規格救急自動車・資器材（由利）１台

141 消防総務課 常備消防施設等維持事業 40,000 本荘消防署はしご車オーバーホール

142 消防総務課 消防水利整備事業 99,000
耐震性貯水槽９基（本荘２、矢島１、大内
３、鳥海３）

143 消防総務課 非常備消防機械器具等整備事業 42,500 小型動力ポンプ付積載車３台等

144 消防総務課 非常備消防施設等維持事業 33,250 消防団格納庫３棟（本荘、大内、東由利）

教育費 145 教育総務課 由利中学校大規模改修事業 149,000
築３０年を経過した校舎棟・屋体棟の、暖房
設備更新やトイレの洋式化などの大規模改修
を行い、施設の長寿命化を図る。

146 教育総務課 北部学校給食センター建設事業 355,085
新山、鶴舞、岩城、岩谷、大内の各小学校、
本荘北、岩城、大内の各中学校を対象にした
共同調理場の整備（H30～H32 継続事業）。

147 学校教育課 児童・生徒就学援助事業 46,100
経済的理由により就学が困難な児童・生徒の
保護者に対して、就学援助費を交付

148 学校教育課 児童・生徒学校生活サポート事業 62,702
学校生活サポート、学習サポート、医療サ
ポート　合計41名

149 学校教育課 ＡＬＴ招致事業 42,588
小学校の英語の教科化に対応するため、ＡＬ
Ｔ9名に加え、ALTサポーター1名を配置

150 学校教育課 箕面市中学生交流事業 840
市内10中学校の代表が箕面市の中学生と交流
し、相互理解を深め新たな学びを発見

151 学校教育課
学ぶん・チャレンジ・プログラムツ
アー

391
市内14小学校の3年生が由利高原鉄道で「ま
いーれ」等、沿線の施設を見学し、地域に対
する理解を深める。

152 生涯学習課 岩城会館空冷式冷凍機更新工事 12,900 岩城会館の空冷式冷凍機の更新

153 生涯学習課 紫水館音響設備改修工事 5,000 紫水館の音響設備の改修工事(多目的ホール)
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教育費 154 生涯学習課
図書等整備事業【定住自立圏推進事
業】

12,740 図書購入費（３図書館、５公民館図書室）

155 生涯学習課
図書館を使った調べるコンクール事
業

588
小中学生を対象とした図書館を利用した学習
成果発表のコンクール

156 生涯学習課 市主催文化講演会事業 1,080 文化講演会の実施

157 生涯学習課 放課後子ども教室推進事業 6,387 地域人材による放課後の子どもの活動支援

158 生涯学習課 学校支援活動事業 1,431 学校ボランティアによる学校支援活動の実施

159 生涯学習課 地域未来塾事業 600 自学形式による学習支援の場提供

160 生涯学習課 文化交流館管理運営費 171,710 カダーレ指定管理料、修繕料等

161 文化課 出羽伝承館空調設備改修事業 37,100
老朽化に伴う冷暖房設備改修（実施設計委
託・工事請負費）

162 文化課
民俗文化財記録作成事業（鳥海山北
麓の獅子舞番楽）

3,852
国記録選択「鳥海山北麓の獅子舞番楽」調査
報告書刊行（にかほ市との共同事業）

163 文化課
指定文化財保存修理事業（佐々木
家）

3,400
天鷺村地内、市指定有形文化財「佐々木家」
屋根差し茅修繕（修繕料・実施設計委託料）

164 スポーツ課 スポーツ振興大使スポーツ教室 430
スポーツ振興大使４名によるスポーツ教室の
開催

165 スポーツ課 総合体育館指定管理委託費 35,270 総合体育館、スポーツ広場の指定管理

166 スポーツ課 Ｂ＆Ｇ海洋センター指定管理委託費 28,000 由利・大内・西目海洋センターの指定管理

167 スポーツ課
サンスポーツランド岩城
テニスコート大規模改修事業

87,100 テニスコート４面改修、駐車場整備

168 スポーツ課 東由利体育館修繕事業 6,279 床塗装、ＬＥＤ化照明修繕

169 スポーツ課 西目サッカー場空調設備修繕事業 4,500 エアコン付け替え修繕

170 スポーツ課 鳥海球場照明設備修繕事業 3,100 照明設備絶縁不良修繕

171
総合防災公園管理運
営準備事務局

由利本荘アリーナ指定管理委託費 81,090 由利本荘アリーナの指定管理

172
木のおもちゃ美術館
整備推進事務局

木育推進事業
（誕生祝い品事業等）

5,624
地元の職人が地元の木で製作した木のおも
ちゃを誕生した赤ちゃんに贈るなど、木に触
れる機会の創出を図り木育を推進する

173
木のおもちゃ美術館
整備推進事務局

鳥海山木のおもちゃ美術館運営事業 17,368
木育・多世代交流拠点施設「木のおもちゃ美
術館」の運営

災害復旧
費

174 建設管理課 公共土木施設災害復旧事業費 569,527
鳥海地域水無線（真人橋）の復旧工事、昨年
の大雨による地滑り災害の復旧工事

175 ＣＡＴＶセンター
拠点間ネットワーク伝送設備更新事
業

60,000
インターネットの高速化と経年劣化の機器更
新のため、拠点間ＩＰ伝送設備を２ｹ年での更
新

176 ＣＡＴＶセンター 運営検討委員会 138
今後の運営方針を決定するための検討委員会
開催。報償費23名×3,000円×2回=138千円

診療所運
営特別会
計

177 健康管理課 診療所運営事業 331,819 鳥海地域３診療所運営費

休日応急
診療所運
営特別会
計

178 健康管理課 休日応急診療所運営事業 10,926 休日応急診療所運営費

下水道事
業特別会
計

179 上下水道課 公共下水道事業（本荘処理区） 550,141

汚水（西部幹線・支線、田尻野幹線・支線）
φ150～200 L≒1,474.2m
羽後本荘停車場線道路拡幅に伴う下水道工事
φ150　L=85.4m
水林浄化センター長寿命化改築更新工事等

180 上下水道課
特定環境保全公共下水道事業
（前郷処理区）

54,000
前郷浄化センター電気・機械設備工事等
工事施工監理業務委託

情報セン
ター特別
会計
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181 上下水道課
特定環境保全公共下水道事業
（岩谷処理区）

20,000 岩谷浄化センター改築更新詳細設計業務委託

182 上下水道課 下水道事業法適化移行事業 22,462 固定資産調査・評価業務委託

183 上下水道課 下水道事業法適化移行支援事業 6,400
公営企業法適用推進に係るシステム構築等業
務委託

184 上下水道課
内越第一地区農業集落排水事業【機
能強化】

90,500
接続管路工事　L＝1,089.6m、中継ポンプ施設
改修工事　N=4箇所、請負設計積算業務委託

185 上下水道課
小友第二地区農業集落排水事業【機
能強化】

107,500
小友第二地区クリーンセンター土木建築・機
械設備・電気設備工事、請負設計積算業務委
託

186 上下水道課
川辺・木在地区農業集落排水事業
【機能強化】

3,000 機能診断調査業務委託

187 上下水道課
老方舘合地区農業集落排水事業【機
能強化】

17,000 機能強化対策全体実施設計業務委託

188 上下水道課
国道１０８号（矢ノ本工区）道路改
良に係る下水道管移設事業

18,148
下水道管移設等工事(L=605.5m)、請負工事費
積算業務委託

189 上下水道課 集落排水事業法適化移行事業 28,851 固定資産調査・評価業務委託

190 上下水道課 集落排水事業法適化移行支援事業 6,400
公営企業法適用推進に係るシステム構築等業
務委託

スキー場
運営特別
会計

191 観光文化振興課 矢島スキー場改修整備事業 25,906 ナイター照明整備工事、設計監理委託

192 ガス水道局
道路改良工事に伴う配水管布設替工
事

97,470 Ｌ＝610ｍ

193 ガス水道局
下水道工事に伴う配水管布設替
工事

129,060 Ｌ＝1,749ｍ

194 ガス水道局
重要給水施設に係る配水管布設替
工事

243,378 Ｌ＝908ｍ

195 ガス水道局 老朽管更新事業 94,241 Ｌ＝860ｍ

196 ガス水道局 ガス経年管更新事業 111,913 Ｌ＝770ｍ

197 ガス水道局 下水道工事に伴うガス管移設工事 97,741 Ｌ＝1,359ｍ

198 ガス水道局
道路改良工事に係るガス管敷設替工
事

41,668 Ｌ＝360ｍ

水道事業
会計

ガス事業
会計

集落排水
事業特別
会計

下水道事
業特別会
計
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